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○個人消費の増勢鈍化を示唆 

７月の実質消費支出は前年比＋0.1％（コンセンサス：同＋0.2％、レンジ：同▲3.0％～＋2.8％）と前年

の水準を僅かに上回る結果となった。振れの大きい項目を除いた「除く住居等」ベースでみても、同＋1.5％

と増加している。ただし、「除く住居等」ベースの前月比をみると、▲0.4％と２ヶ月連続で減少している。

７月は天候不順等の影響もあったとみられるが、昨日公表の商業販売統計と併せてみれば、個人消費の増勢

が鈍化している可能性が示唆される。 

項目別に実質消費指数（季節調整値）をみると、振れの大きい「保健医療」(前月比▲7.4％)や「教育」

(同▲4.5％)が減少したほか、天候不順の影響もあり「被服及び履物」(同▲5.2％)が減少した。「食料」(同

▲0.5％)も減少し、このところは弱めに推移している。一方、「家具・家事用品」（同＋3.5％）や「教養娯

楽」（同＋1.4％）は引き続き増加し、堅調に推移している。 

このように、内訳をみると堅調さを保っている項目もあるが、総じてみれば個人消費の増加モメンタムが

やや弱まっている可能性を示唆する内容である。消費者マインドの改善一服が影響しているのであろう。 

 

（単位：％）

実質消費支出 （二人以上世帯） 実質可処分所得 消費性向

合計 除く住居等（※） (勤労者世帯) （勤労者世帯）

前年比 前月比 前年比 前月比 前年比 前月比 季調値

2012 1月 ▲ 2.3 0.0 ▲ 1.4 0.7 1.4 0.9 73.7

2月 2.3 0.6 1.9 0.8 1.8 2.5 72.7

3月 3.4 0.6 3.3 ▲ 0.2 3.7 ▲ 0.9 73.0

4月 2.6 ▲ 0.5 3.3 0.2 2.3 ▲ 0.4 73.2

5月 4.0 0.6 2.7 ▲ 0.3 ▲ 0.4 ▲ 2.4 74.2

6月 1.6 ▲ 0.9 ▲ 0.4 ▲ 1.8 3.7 2.5 73.2

7月 1.7 ▲ 0.8 ▲ 0.7 ▲ 0.2 ▲ 4.0 ▲ 3.1 74.7

8月 1.8 1.2 1.9 1.6 2.6 3.4 72.9

9月 ▲ 0.9 ▲ 1.3 ▲ 2.1 ▲ 1.9 ▲ 0.1 ▲ 1.5 74.3

10月 ▲ 0.1 0.4 0.5 1.4 ▲ 0.1 1.3 73.9

11月 0.2 0.1 0.5 ▲ 0.2 1.1 ▲ 0.5 74.7

12月 ▲ 0.7 ▲ 0.1 0.1 0.6 0.8 ▲ 0.4 75.0

2013 1月 2.4 1.9 2.2 1.8 ▲ 0.1 ▲ 0.4 76.7

2月 0.8 2.2 0.4 1.5 ▲ 1.7 0.7 77.8

3月 5.2 2.0 2.5 ▲ 0.3 0.6 1.6 77.3

4月 1.5 ▲ 4.6 1.0 ▲ 2.4 0.5 ▲ 0.6 73.2

5月 ▲ 1.6 0.1 ▲ 0.3 1.3 3.1 0.3 74.0

6月 ▲ 0.4 ▲ 2.0 2.5 ▲ 1.2 1.4 0.6 72.3

7月 0.1 0.9 1.5 ▲ 0.4 0.4 ▲ 4.0 73.7

(出所）総務省「家計調査報告」

※「住居」、「自動車購入」、「贈与金」、「仕送り金」を除いている
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○今後は雇用・賃金の改善が支えに 

 このように、足元では個人消費の増勢がやや弱まっている可能性があるものの、先行き個人消費が腰折れ

するとまではみていない。景気回復の波及により、雇用や賃金の改善が続く可能性が高いことがその理由だ。

これまでの個人消費の堅調さは株高等に伴う消費者マインドの改善に支えられてきたが、マインドの改善が 

一服する中、先行きは雇用や賃金の改善が個人消費を支えるものとみられる。予定通り 2014 年４月に消費税

率が引き上げられることを想定すれば、10－12 月期以降は駆け込み需要も加わることになる。地方公務員給

与の削減1等の影響もあり、一時的に個人消費の増勢が鈍化する可能性はあるものの、増加基調自体は維持さ

れるとみている。 

 

                             
1 地方公務員給与削減の影響については、弊社レポート Economic Trends「地方公務員給与削減は 4,000～5,000 億円規模に ～

個人消費への影響は小さくない～」（2013 年８月 21 日発行）をご参照ください。 
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